








国家体制や海を渡って植民地を ｢開拓｣ する帝国体制を支える基盤となった｡ その重要性から,  世紀後半, 後発国であった日本は国家自らが近代的産業技術を移植・育成するなか, 殖産興
業の一環として通信事業を直営した｡ その後, 機械, セメント, ガラス, 鉱山などといった国
営事業場がほとんど民間に払い下げられたにもかかわらず, 通信部では, 鉄道とともに, イン
フラストラクチャーとして戦後まで国営体制が維持された｡
その運営機関たる逓信省は三大通信事業のほか, 郵便貯金, 簡易保険, 海事, 線路標識, 飛
行場などの事業部門も管掌することとなった｡     年以降は鉄道もこの部署に属したが, 鉄道











１)     ヘッドリク著, 原田勝正・多田博一・老川慶喜訳 『帝国の手先 ヨーロッパ膨張と技術』 日





体制を取ったが, 電気通信の場合, 深夜, 徹夜勤務を伴う場合が多く, 自然的に良好な健康状
態が維持できる勤務環境ではなかった｡
しかしながら, 逓信業に関する既存研究をみると, 通信事業の展開とそのネットワークの形
成を分析したものが多い｡ 紙面の関係上, 全面的検討はできないため, 代表的な研究を取り上
げると, 石井寛治編 (    ) は通信業の発達が近代日本経済において情報化・市場化の要因と
なっていることを明らかにしている２)｡ 郵便, 電信, 電話といった通信部門における技術革新
とそれに伴う情報独占の形成過程が分析されたものの, それらを現場とする労働者, とりわけ
彼らの労働衛生は分析の射程には入らず, 空白の状態となっている｡ むしろ逓信省などの官庁
側から公刊された 『逓信事業史』 『続逓信事業史』 『逓信労働運動史』 『逓信労働運動史 続』
『逓信共済組合事業史』 などで関連事項が紹介されているだけである３)｡ それら自体がとても
有益な資料源であることは確かであるけれども, その発刊の目的から ｢機関史｣ としての性格
を免れず, 本格的な分析であるとはいえない｡
一方, ｢働く｣ 人間の健康に対する関心は工業化の段階より寄せられてきたが, なかでも労
働衛生の観点から注目しなければならないのは石原修 ｢女工と結核｣ (    ) である４)｡ 当時
としては基幹産業であった繊維産業における結核の蔓延という実態を明らかにし, 社会的に大
きな反響を呼び, 工場法の成立を促した｡ さらに, 医療の社会化が進められ, 産業医局が普及
されると, 倉敷紡績では倉敷労働科学研究所 (    ) が設置され, 生理学と心理学が●峻義等
によって導入され, 労働疲労, 労働環境, 労働のエネルギー消費などに関する研究が進められ,
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２) 石井寛治編 『情報・通信の社会史』 有斐閣,     年｡
３) 逓信省編 『逓信事業史』 逓信協会,     年；郵政省編 『続逓信事業史』 前島会,     ‒    年；逓
信省労務局労務課編 『逓信労働運動史』 通信文化振興会,     年；電気通信省官房人事部労務課編
『逓信労働運動史 続』 電気通信省官房人事部労務課,     年；郵政省共済組合・日本電信電話公社
共済組合編 『逓信共済組合事業史』 郵政福祉研究会,     年｡

















い｡ ただし, 資料上職員の健康状態が把握できるのは    年代末からであるため,   世紀末は







属したが, その後, 民部官 (のちに民部省) の所管となり, 大蔵省の駅逓寮, 内務省の駅逓局
を経て, 農商務省へと引き継がれた｡ 一方, 電信業は    年に東京・横浜間に電信線を架設す
ることから始まって, 当初は大蔵省の所管であったが, 工部省の管掌となった７)｡     年に内
戦前日本逓信業における労働衛生システムの成立と変容    
                                   (   )                                       ‒１          ；                                                                                                      ‒                                                                ‒   ；林采成 『鉄
道員と身体―帝国の労働衛生』 京都大学学術出版会,     年｡
６)                                                                                                                                                                       ‒                ‒    
７) 島田憲之助 『逓信事業総覧』     年｡
閣制度が創設されると, 逓信省が設置され, 農商務省より駅逓, 管船の両事務を, 工部省より
電信, 灯台の両事務を引き受け, さらに    年に東京・熱海両電信局間で試験的に開始された
電話事業も管轄するようになった｡ それ以来, 組織再編 (戦時中, 運輸通信省の外局の通信院




が急激に増え,     年代後半, すなわち第一次世界大戦期にいたって郵便, 電報, 電話とも爆
発的に増えた (図１)｡ なかでもこの現象が著しかったのは郵便と電報であった｡ 電話は    
年代中ごろの急増が見られないものの,     年代後半から一貫して増加し続けた｡ いずれにせ
よ, 第一次世界大戦が終わってからは, 停滞の基調に陥ったあと, 電話は    年代後半から上
昇し, 昭和恐慌にもその傾向を維持した｡ それとは逆に, 電報の通数は停滞基調からむしろ昭
和恐慌期において, よりいっそう低下し,     年代前半より戦時期にかけて増加し続けた｡ 郵
便は    年代後半に増加し, その後の昭和恐慌に直面して低下し, それ以来長期的な増加傾向
を示すことはなかった｡ とはいうものの, 電信, 電話とも,     年代に入ってはそのピークに
達して, とくに    ‒  年に急減した｡ このように, 二つの世界大戦を経ながら, 通信事業が
爆発的増加と急激な停滞を経験したのである｡ このような通信事業を運営面で支えるためには
大量の労働力が柔軟に確保される必要があった｡
その動向をあらわすのが図２である｡ まず, 共済組合統計から離職率 (脱退率２) を推計し,
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(単位：千通)




ことから, 信頼性が高いことが確認できる｡ 但し, 事業概要から得られた    年の加入率と脱
退率１はそれぞれ推定採用率と脱退率２より  ％以上高い｡ これについては    年に共済組合
員の資格が三等局以下の現業員までに拡大されたため,     年に統計的に加入率と脱退率がそ








(資料) 逓信大臣官房保健課 『逓信部内職員共濟組合事業概要』 各年度版；郵政省共済組合・日本電信電話公社共済組
合編 『逓信共済組合事業史』 郵政福祉研究会,     年；逓信省編 『逓信省年報』 各年度版；郵政省・電気通信省
『逓信統計年鑑』     年度版｡
(注) １. 加入率と脱退率は共済組合統計から推計｡ 加入 (脱退) 率＝加入 (脱退) 者数÷前年度末共済組合員数｡ 但
し, 加入率と脱退率１は現存の 『共済事業概要』 より作成｡
２. 脱退率２は 『事業史』 統計 ｢共済組合給付の種目別件数および金額の内訳表｣ の脱退給与金あるいは脱退一時金
の件数から推計｡ 脱退率＝脱退給与金件数÷共済組合員数｡ 但し,     ‒  年には脱退の全員に対して勤続給与金
が支給されたので, この期間中は勤続給与金の件数を利用｡
３. 職員増加率のうち,     年の職員数がないため, 前後年度の数値をもって直線補間して    ‒  年の増加率を推
計｡
４. 推定採用率＝職員増加率＋脱退率２｡
５.     年の推計採用率と脱退率２は 『逓信統計年鑑』 から得た採用者と離職者の数値に基づく計算｡
図２ 職員の採用率と離職率
下し, 昭和恐慌期の    年には離職率 (脱退率) と採用率 (加入率) がそれぞれ   ％,    
％を記録し, 職員数自体が減少した｡ その後, 景気回復とともに, 上昇し始め, 戦時下に入っ




されたので, 臨時昇給や昇給期の繰上げ, そして諸手当の増額・新設が行われたものの, その
場の応急措置に過ぎなかった８)｡ 労働流動化に伴って労働力構成の若年化, 勤務年数の短期化
が進み, 労働力の質的低下がもたらされた｡ いずれにせよ, 戦後には労働異動率は急に低下し,
雇用状態が安定化したように見えるが, それ自体が復興期の就職難を同時に示している｡
職員数は    年に     人から第一次世界大戦期に職員の採用が増えたあと,     年代前半






傭人からなっており, それぞれが戦前期までは  ‒  ％,   ‒  ％,   ‒  ％台,   ‒  ％台を
占めていた (図３)｡ これらの身分の間には学識と経験 (年功) に基づく昇格ルートが形成さ
れていた｡ とくに, 逓信事業が急激に拡張し続けた    年代までは比率的に傭人の低下と雇員
の増加が見られ, 傭人から雇員への身分上昇が多く行われたことがわかる｡ しかし, 第一次世
界大戦が終息するとそれまでの身分構成の大きな変化は見られなくなった｡ ただし,     年か
らは判任官待遇身分としての ｢通信手｣ という新しい身分が設けられ, 技能の優秀な長期勤続
者に対して昇格の機会が与えられた９)｡ 戦時中の労働力不足が甚だしくなるなか, 通信業務の
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８) 逓信省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,    ‒   頁；郵政省編 『続逓信事業史 第
二巻職員』 前島会,     年,    ‒   頁｡
９) 逓信省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,    ‒   頁｡  ) 労働力の確保が困難となったにもかかわらず, 低所得職員の転職が著しくなったのに対し, 現業傭
人の一部に対して ｢雇員｣ ｢特務雇員｣ の身分を与えるとともに, 逓信手への任用資格を与えた｡ 郵
政省編 『続逓信事業史 第二巻職員』 前島会,     年, ６‒  頁｡
    年の所属別人員の比率をみれば, 本省  ％, 臨時電信電話建設局  ％, 貯金局  ％, 簡
易保険局  ％, 電気試験所  ％, 逓信局  ％, 郵便・電信・電話局   ％, 航路標識管理所  ％, 商船学校  ％, 海員審判所   ％, 合計   ％であった  )｡ 時期によって若干の変化は





各局所長の任意決定によって勤務していた  )｡ たとえば, 特定三等局以上の場合, まず, 吏員
(官吏＋雇員) においては庶務会計, 為替貯金, 保険年金, 電話加入集計, 現業各課経理事務
担当者は官庁執務時間にて勤務したが, 郵便車乗務員を除くそれ以外の者は ｢１日の在局時間
を平均８時間とし, 出勤・退庁時刻は, おおむね午前７時から午後  時 (女子は午後  時ごろ)
までの間において当該局長が指定｣ した｡ そのほか, 乗務員は乗車前後の準備・整理時間を入
れて１日７時間半勤務した｡ 次に傭人において, 郵便集配手は ｢一般に集配区画の集配完了を
もって１日の勤務量とされていたので, 勤務時間・出勤退庁時刻をあらかじめ確定できないこ





  ) 逓信省編 『逓信省年報』     年度版｡  ) 逓信省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,    ‒   頁；郵政省編 『続逓信事業史
第二巻職員』 前島会,     年,    ‒   頁｡








て影響されたのかがわかる｡ まず, 罹患率について注目してみよう｡ 罹患率は    年から    
年までのデータしか確保できないため,     年まで観測できる欠勤日数を参照すれば, 図４の
ような推計ができる  )｡     年代後半から  年代初頭にかけて罹患率が高かったが, その後低
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  )     年８月に公達第   号で職員衛生統計報告規程が制定され, 毎年１回この統計を作成された｡
その集計範囲は郵便貯金局, 逓信管理局, 通信官署 (三等以下を除く) および在外郵便局の職員 (現
(単位：‰, 日)
(資料) 逓信大臣官房秘書課編 『為替貯金局地方逓信官署職員衛生統計報告 第７, ８,   次』     ‒    年；逓信省
編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,    ,    頁；郵政省編 『続逓信事業史 第二巻職員』 前島会,    年,    頁｡
(注) 罹患率＝職員患者÷職員数｡ 職員一人当り病気欠勤日数＝欠勤日数÷職員数｡ ただし, すべての職員を対象とす
るものではなく, 雇員以上の職員患者 (７日以上欠勤者および６日以内欠勤者) を対象として調査された結果であ
る｡
図４ 逓信職員の罹患率と職員一人当り疾病欠勤日数




欠勤の場合, 雇員のほうが判任官以上より長く, 病態が重かったことがわかる｡ このような高
い罹患率の推移は公傷病によるものか, あるいは私傷病による結果であるだろうか｡ それを確
認するためには公傷病の発生を比率的に検証しなければならない｡
共済組合統計によれば, 勤務中に発生した公傷病に対しては給与金 (傷痍, 疾病, 療養, 殉
職) が与えられたので, その件数をとって共済組合員数で割り算すると, 公傷病発生率の動向
が推測できる｡ 図５の公傷病発生率をみれば,     年代に高かったが,   年代に入って急速に
低下し, その傾向が維持された｡ ただし, 殉職給与は    年より実施され,     年に急増する
が, これは    年９月に関東大震災が発生し, 多くの職員が犠牲になり, その翌年に殉職者に
対する給与金の支払いが行われたからである｡ その後, この殉職発生率も低い水準を    年代





(資料) 逓信大臣官房保健課 『逓信部内共済組合事業概要』 各年度版｡
(注)     年の統計は資料上不詳｡ 関東大震災によって消失と推定｡
図５ 職務中の殉職, 傷痍, 疾病の発生率
業傭人以下を除く) とし, その項目は ｢所労欠勤者数｣ として, その欠勤人員や日数または退職者数
が疾病種類別に月別に調査された｡ 後に, これらの調査内容がさらに拡充された｡ 逓信省編 『逓信事








７人, 麻疹３人, 猩紅熱  人, ヂフテリヤ１人, 腸チフス  人, バラチプス７人, 赤痢６人,
マラリヤ   人, 流行性腦脊髄膜炎４人, 流行性感冒    人, 丹毒  人, 膿毒症１人, ワイル
ス氏病１人, その他３人, 合計    人であった｡ スペイン・インフルエンザが大流行した    
年から    年までインフルエンザによる患者発生が多かったわけである｡ そのほか, 注目に値
するのは    年に入ってから結核患者数が急激に増えたことである｡ とくに欠勤日数からみれ




次に, 業務系統別 (図７) にみれば, 現業員のほうが非現業員に比べて健康状態が悪かった
ことが判明した｡ すなわち, 非現業員に比べて現業員の罹病率が高く, 欠勤日数が長かった｡
もちろん,     年代には非現業員の罹患率が現業員よりやや高い｡ 言い換えれば,     年代後
半から    年代にかけての罹患率の低下が現業員のほうで著しかったわけであるが, ７日以上
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(単位：‰, 日)
(資料) 図４と同じ｡





るが, ７日以上欠勤日数のみをとってみれば, 電信のほうが電話より高かった｡ 電報の発着信
に際して相当の集中力を必要とする電信手などで病態が重かったといえよう｡ 戦時下でも電信
職員の健康状態はもっとも悪化したことは言うまでもない｡     年度の業務別１人当り欠勤日
数 (男子基準) を見れば, 電信   日, 郵便   日, 電話   日であったが, このような順位









である｡ たとえば, 男女の罹患率 (千分率) は    年に７日以上病気欠勤でそれぞれ   ‰,    ‰, ６日以内病気欠勤では     ‰,      ‰, 合計     ‰,      ‰であった｡ 男
女の欠勤日数は職員数を基準とする平均で７日以上病気欠勤でそれぞれ  日,   日, ６日以








ともあれ, 病気に罹ったとしても必ずしも死にいたるわけではない｡ そのため, 職員の死亡
について検証する必要がある｡ 図８は共済組合統計と衛生統計報告から推計した死亡率 (千分
率) の推移を示したものである｡ まず, 長い期間をカバーできる共済組合統計を見れば, ４‒
５‰を推移した死亡率が    年のスペイン・インフルエンザによって急増し, その後いったん
下がるが,     年に再び上昇し, その後再び低下した｡ その後, アジア・太平洋戦争末期たる    年以降再び上昇し, 戦後の    ‒  年にも高い水準を維持した｡ このような動きは罹患率
の場合, 日中全面戦争期から上昇したこととは大きく異なっている｡ さらに, 注意しなければ
ならないのは, 死亡率 (特定三等局以上) が    年に  ‰へと急増したが, これはその前年
度の    年９月に発生した関東大震災による犠牲者に対する死亡給与金の支給が    年に支給
されたからである｡ 要するに, 東京, 横浜などの特定地域に限定して多数の死亡者が発生し,
事務所自体が甚大な被害を受けたので, 業務の処理が遅れざるを得なかった｡ 次に衛生統計に
基づいて推計した死亡率をみれば,     年に急増してその後低下し,     年再び急増したあと,    年代半ば頃より５‒６‰を推移した｡ ところが, 衛生統計によっては戦時下でどのような
立教経済学研究 第  巻 第４号     年   
(単位：‰)
(資料) 逓信大臣官房保健課 『逓信部内職員共濟組合事業概要』 各年度版；郵政省共済組合・日本電信電話公社共済組
合編 『逓信共済組合事業史』 郵政福祉研究会,     年；逓信省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,   頁；逓信大臣官房秘書課編 『職員衛生統計報告』 各年版｡
(注) １. 共済統計死亡率は 『事業史』 統計 ｢共済組合給付の種目別件数および金額の内訳表｣ の死亡給与金の件数か
ら推計｡ 死亡率＝死亡給与金件数÷共済組合員数｡ 但し,     年統計は恐らく関東大震災のため不詳｡





おいて二つのピークが確認できることである｡ すなわち, 日本全体の場合, スペイン・インフ
ルエンザの罹患率が高かった    年を頂点として低下したが, 逓信省では    年にもう一つの
山が見られる｡ これは上述のように, 震災の被害が多かったことを示す｡ 第二に,     年まで
のスペイン・インフルエンザが発生する前の死亡率が    年代半ばから  年代前半までのそれ
より低かったことである｡ 図４の罹患率が    年からしかなく, それ以前が把握できないが,    ‒  年の三ヵ年の罹患率が    年代半ばから  年代までのそれより高く,     年代半ば以
降改善を示したこととは異なっている｡ この矛盾はどのように理解されれば良いだろうか｡ こ




し, これが雇員との死亡率の格差をもたらしたことがわかる｡ とくに, 判任官以上の場合,    年代半ば頃, 死亡率が急騰するのは結核による死亡が急増したからである｡ 呼吸器疾患で
は慢性氣管支カタル, 肺病, 肋膜炎による犠牲が年々多かった｡ 一方,     年の関東大震災に
よる死亡を意味する ｢その他｣ の場合, 雇員のほうでも比率的に犠牲が大きかったことも見逃
してはいけない｡ 資料上, 死因を公傷病と私傷病に分けてみるのは衛生統計報告では不可能で
あるが, 共済組合統計によれば把握できる｡ 公傷病の死亡率は  ‒  ‰に過ぎず, そのほと
戦前日本逓信業における労働衛生システムの成立と変容    
(単位：‰)




高く, その次が呼吸器疾患, 消火器疾患, 神経系及感覚器疾患の順であった｡ もちろん, 年々
順位が変わることもあったものの, 伝染病及寄生虫病が最大死因であった｡ その内訳 (    年)
をみれば, 腸チフス及パラチフス  人, 痘瘡１人, 流行性感冒６人, 赤痢及疫痢１人, 丹毒４
人, 流行性又嗜眠性腦炎２人, 呼吸器結核   人, 腸及腹膜結核  人, 腦膜及中枢神経系結核  人, 骨及関節結核１人, その他臓器結核３人, 粟粒結核７人, 膿毒症及敗血症  人, その他
寄生虫疾患  人, その他２人, 合計   人であった｡ 共済組合統計でも結核が最大死因であっ
たのである｡
なぜ結核が逓信省職員 (傭人層を含めて) の健康に対する最大の脅威要因となっていただろ
うか｡ 当時, 結核は ｢文明病｣ や ｢国民病｣ と呼ばれるほど, 日本社会全般に蔓延していた｡
結核の特性上, 屋外労働の多い職員より室内空間で勤務する職員のほうが多く発生する傾向が
ある  )｡ 逓信業の場合, 現業員といっても, 集配を担当する郵便を除いてそのほとんどが室内
で電信, 電話, 貯金などの該当業務に当る｡ そのため, 業務系統別・身分別結核罹患率 (千分
率,     年) を推計すると, 非現業員の場合, 判任官以上  ‰, 雇員   ‰, 計  ‰, 現業
員の場合, 郵便は判任官以上  ‰, 雇員   ‰, 計   ‰, 電信は判任官以上   ‰, 雇員   
‰, 計   ‰, 電話は判任官以上   ‰, 雇員   ‰, 計   ‰, 貯金及保險は判任官以上   
‰, 雇員   ‰, 計   ‰, その他は判任官以上   ‰, 雇員   ‰, 計   ‰, 総計では判任
官以上   ‰, 雇員   ‰, 計   ‰であった｡ 罹患率一般とは異なる結果が示され, 貯金及
び保険＞電信＞電話＞郵便＞その他＞非現業員の順であった｡ 言い換えれば, 罹患率一般から
は健康であった貯金及保険の現業員がもっとも深刻な状態を示しており, 屋外労働の多かった





テムを構築し, 対応していったのに対し, 立ち遅れてしかもその規模も小さかったので, 労働
が不可能の場合, 疾病退職が勧められた (図10)｡ 最大の疾病退職要因は    年代半ばまでは
判任官以上, 雇員とも神経系病であった｡ その次が呼吸器病, 結核性疾患であった｡ 消火器病
もこれらの三大病類に次ぐ疾病であったが, 罹患率や死亡率において小さいシェアを占めてい
る｡ とくに,     年を除いて雇員の疾病退職率が ｢判任官以上｣ より高くなり, とくに格差は    年代に入っていっそう拡大した｡ この時期, 最大死因であった結核において雇員のほうが
より高かった｡ すなわち, 雇員層あるいは現業員は労働力としての価値を消失すると, 掘り出
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  )     年大阪中央郵便外３局に合宿所が設けられたことを皮切りとして各所に合宿所が設置された｡
逓信省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,    ‒   頁｡
される存在になったため, 職員としての身分を維持したまま, 死にいたる比率が官吏より低か
ったわけである｡
一方, 男女別死亡率および疾病退職率においては, 大きな格差が見られる｡ 上述のように,
罹患率では女子のほうが罹患率が高かったものの, 死亡率と疾病退職率 (千分率) では男子の
ほうが高かった｡     年には死亡率は男子   ‰, 女子  ‰, 疾病退職率は男子   ‰, 女子   ‰であった  )｡ その後, 死亡率の格差は一定の水準を維持し,     年に男子   ‰, 女子  ‰であったのに対し, 疾病退職率の格差は縮まり, 男子   ‰, 女子   ‰と女子のほうが




たが, その   ％が雇員であり, 残りの６％が官吏であった｡ 女子職員の業務系統別配置は非
現業  ％, 郵便  ％, 電信  ％, 電話   ％, 為替貯金   ％, その他の現業  ％, 合計   
％であった｡ もっとも多くの女子が電話に配置されており, 女子が電話系統職員の   ％を占
めている｡ その次が為替貯金であって, この部署における女子の比率は   ％であった｡ 電話
交換手を担当する女子の場合, 年齢的に若く結婚年齢に達すると, その前後に離職する場合が
多かった｡ 共済組合統計からは男女別脱退率を計算できる｡     年に男   ％, 女   ％,
戦前日本逓信業における労働衛生システムの成立と変容    
(単位：‰)
(資料) 逓信大臣官房秘書課編 『職員衛生統計報告』 各年版｡
(注)     年と  年の統計は資料上不詳｡ 疾病退職率＝疾病退職者÷職員数｡
図10 逓信省職員の病類別疾病退職率
  ) 逓信大臣官房秘書課編 『職員衛生統計報告』 各年版より推計｡







ことから, この時点で嘱託医制度が導入されたことが確認できる｡ その後, 予算が許す限り,
嘱託医手当を支給する有給嘱託医が徐々に現場に配置された  )｡ 有給嘱託医制度が充実するに
したがって, 無給嘱託医は減少した｡ 地方現業局中一, 二等局には専属の有給嘱託医を, また
特定三等局以上の各局には無給嘱託医を配置して, 現業員の傷痍疾病に対する診療, 体格検査
その他一般衛生事項を委嘱した｡ そのほか,     ‒  年ごろ, 本省内に医務室を設けて嘱託医
１人を配置して一般執務時間中に診療に従事させ, この制度を    ‒  年にかけて東京を中心
に拡大し, ５ヶ所で実施した｡ それに伴う嘱託医, 職員衛生統計, 季節的衛生注意の印刷物の
配布などといった労働衛生事項を処理するため,     年に大臣官房監理課に職員救済衛生事務
を掌理する規程ができ, 係内の属２人が主として担当し, さらに医学的事項に関する諮問のた
め無給医務嘱託１人が配置された｡ これらの事項が大臣官房秘書課 (    年６月) に移管され,




療施設の不足が問題視され, 共済組合の付属事業として, 組合員やその家族に対して ｢医療救
済｣ のため, 医療機関を設置しなければならないという議論が生じて,     年３月に各逓信局
長に計画案を詳細に指示通牒し, 逓信局長は種々調査考究を重ね,     年２月に共済組合経営
の東京逓信診療所が設置された  )｡ これを皮切りとして逓信省も独自的な内部医療システムを
構築し始め, のちに東京以外の主要都市にも逓信診療所を増設した (図11)｡ 当時, 業務の科
立教経済学研究 第  巻 第４号     年   
  ) 嘱託医の配置 (    年  月) をみれば, 有給の   開業医,   総合病院, 無給の   開業医,   総合
病院, 有給嘱託医   人, 無給嘱託医   人であった｡ 郵政省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,    年,    ‒   頁｡  ) 郵政省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,    ‒   頁；郵政省編 『続逓信事業史 第
二巻職員』 前島会,     年,    ‒   頁｡  ) 郵政省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,    ‒   頁｡
学的管理の必要が唱導されたこともあって, 労働衛生の重要性が漸次深く認識され,     年５
月にいたって救済係にようやく有給の医務嘱託１人が配置され, 救済係の業務内容も労働者の




業務環境, 業務用器具, 被服, 業務負担, 執務時間・休憩時間, 疾病対策, 健康増進, 個人衛
生など) が審議された  )｡ これらの諸問題の解決に取り組むためには永続的中央機関が必要と
され,     年８月に大臣官房保健課が設けられ, 部内の保健衛生, 診療所, 職員身体検査, 部
内嘱託医などに関する諸般の事務を掌理した｡ 逓信局や各現業局にも庶務課に保健係 (或は福
利係, 厚生係) が設置され, 関連業務を処理した｡     年以来毎年労働衛生状況を調査し, 衛
生統計報告を行うほか,     年には第一次健康調査を実施し, その後も約４‒５年ごとに調査
を続けた｡ これらのデータは次数を重ねて調査内容も部署別, 症状別に詳しくなり, 職員の健
康を把握する指標となり, 当然診療所, 病院, 療養所, サナトリウムなどの増設を立案する材
戦前日本逓信業における労働衛生システムの成立と変容    
  ) 郵政省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,    ‒   頁；郵政省編 『続逓信事業史 第
二巻職員』 前島会,     年,    ‒   頁｡
(単位：所, 人)
(資料) 郵政省官房人事部保健課 『郵政事業衛生』     年２月,   頁｡




理局に移管され, 課長の下に技師１人のほか, 属８人, 雇員７人が保健, 体育, 診療などの業
務管掌に当った｡ このような労働衛生体制に関する強化に伴い, 罹患率と死亡率, そして疾病
退職率の低下からわかるように, 職員の全体は健康改善を示したのである｡







人以上を有する一, 二等局   局に対して診療所が設置されて郵便局の所属となった｡ さらに,    年２月より共済組合診療所を国営に移管した｡ 職員数は    年  月に医員   人 (内科は
専属勤務   人, 時間勤務２人, 外科は専属勤務９人, 時間勤務  人, 眼科は専属勤務８人,
時間勤務１人, 耳鼻科は専属勤務８人, 歯科は専属勤務８人, 計は専属勤務   人, 時間勤務  人), 看護婦   人, 薬剤員  人, 技術員６人, 合計   人へと拡充されたのである｡ それに
伴い, 逓信診療所の利用は急増したことは言うまでもない  )｡
その翌年たる    年には逓信省初めての総合病院たる東京逓信病院が開院された｡     年以




人員      人, 入院患者数延人員     人, 合計     人であった  )｡ その外来患者のうち,
立教経済学研究 第  巻 第４号     年   
  ) しかし注意すべなのはこれらのデータを時系列比較データとして使われ難いことである｡ すなわち,
第一次調査 (    年     人)     ％→第二次調査 (    年      人)    ％→第三次 (    年      人)      ％, 調査の規模と症状が豊富になるに従って, 以前には集計しなかった軽症状が
現症者として認識されたからである｡ そのため, 本稿は長いスパンで観測できる衛生統計報告と共済
組合統計を利用している｡  ) 逓信診療所の利用状況を見れば,     年     人,     年     人,     年     人,     年      
人,     年      人,     年      人,     年      人,     年      人,     年      人,     
年      人,     年      人,     年      人,     年      人,     年      人,     年       
人,     年       人,     年       人,     年       人であった｡ 逓信省編 『逓信事業史 第
一巻総説』 逓信協会,     年,    ‒   頁｡  ) 東京逓信病院の    年度の分科別患者比率を見れば, まず外来は内科   ％, 外科  ％, 産婦人
科  ％, 小児科  ％, 眼科   ％, 皮膚泌尿科   ％, 耳鼻咽喉科   ％, 整形外科  ％, 放射線
職員は   ％に過ぎず, 残りの   ％は家族であったことから, 逓信省の医療機関は職員だけ
でなく, 家族に対しても広範囲の医療サービスを提供したことがわかる｡ 大阪逓信病院も    
年２月に陸軍から返還されて開院となるとともに, 札幌, 仙台, 名古屋, 広島, 熊本の各逓信
診療所が逓信病院に改められた｡ この措置は    年新潟, 松山にも適用されて内部医療システ
ムの拡充が図られ,     年頃内部医療システムは病院９, 分院１, 診療所   , 医務室３の体
制となった  )｡ これらの内部医療機関が無料あるいは廉価で医療サービスを提供したことは言




病類のなかでも    年代に入って, 結核が最大死因となり,     年に鉄道省の結核罹患率が  ‰ (千分率) であったのに対し, 逓信省はその３倍以上の   ‰にも達した｡ 図４によれ
ば, 戦時下ではこの現象はより著しくなったため, 共済組合の特症財源の一部を使用し, 結核
療養所設立計画を立てて, 土地買収も行ったものの, 戦時下の資材不足のため, その竣工には
至らなかった｡ その代わりに民間から施設の借入れが行われて淡路逓信療養所 (  床) となっ
た｡
さらに, 現業局の結核分布の実態, 感染要因, 発病要因などを把握するため,     年に東京
中央郵便局, 中央電信局, 中央電話局に対して結核特別調査が実施された｡ 集団検査の結果に
よれば, 結核患者がはなはだ多く, 開放性患者に限ってみても, 中央郵便局  ％, 中央電信
局  ％, 中央電話局  ％であって, 同時期に同様の調査が行われた５工場と２鉱山のそれが  ‒  ％ (１ヵ所だけ  ％) であったことに比べてきわめて高かったと判断できよう｡ もっ
とも罹患率の高かった東京電信局に対して実施された労働科学的調査によれば, 実働時間の過
重, 従事員の高度の疲労状態, 作業環境および付属施設の非衛生状態, その他過労要因があっ






科  ％, 歯科   ％, 合計    ％であり, 次に入院は内科    ％, 外科    ％, 産婦人科    ％,
小児科   ％, 眼科   ％, 皮膚泌尿科   ％, 耳鼻咽喉科   ％, 整形外科    ％, 放射線科   
％, 歯科   ％, 合計    ％であった｡ 逓信省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,   ‒   頁｡  ) 郵政省編 『続逓信事業史 第二巻職員』 前島会,     年,    ‒   頁｡  ) 郵政省編 『続逓信事業史 第二巻職員』 前島会,     年,    ‒   ,    ‒   頁｡
た  )｡ これは体力向上と結核予防を目的とするものであった｡ そのため,     年５月には部内
のより正確な実情を反映して通信従事員健康管理要綱が設けられた｡     年８月に至っては健
康管理要綱が制定された｡ この要綱をきっかけとして逓信病院には健康管理課が設置された｡
一方, 労働衛生行政においては, アジア・太平洋戦争後の行政整理に伴って,     年  月に管
理局が廃止されると, 事務官  人, 技師１人の保健課は郵便局管理課に移転されて事務官３人,
技師１人の保健係へ縮小された｡ しかし, 結核の増加や疾病欠勤が増加するなか, 労働衛生シ
ステムの強化の必要性が痛感され,     年７月に総務局に保健課 (事務官８人) が再び設けら
れた｡
職員側が以上のような医療施設を利用できる基盤となったのが共済組合であった｡ 国鉄の共
済組合の成立に伴って, 数万人に及ぶ現業員を抱えていた逓信省もその制度的導入を図り,    年６月に通信官署職員共済組合が設けられ, 一・二等郵便局, 電信局, 電話局, 特定三等
郵便局, 貯金局, 同支局の雇傭人を強制加入の甲種組合員とし, そのほかの現業員は任意加入
の乙種組合員とした  )｡ しかし, 普通三等郵便局の雇員以下の現業員は甲種組合員から外され
た｡ これについては ｢頗る議論｣ が交わされたが, ｢正確な統計材料の●拠すべきものがなく,
立教経済学研究 第  巻 第４号     年   
  ) 郵政省編 『続逓信事業史 第二巻職員』 前島会,     年,    ‒   頁｡  ) 郵政省編 『逓信事業史 第一巻総説』 逓信協会,     年,    ‒   頁；郵政省共済組合・日本電信
電話公社共済組合編 『逓信共済組合事業史』 郵政福祉研究会,     年,   ‒  頁｡
(資料) ｢統計｣ 郵政省共済組合・日本電信電話公社共済組合編 『逓信共済組合事業史』 郵政福祉研究会,     年｡
(注) 給与名と給付名は後期の名称を基準とする｡ 公傷一時金は傷痍給与金, 疾病給与金, 公傷年金は廃疾年金, 私傷
病一時金は医療給与金, 休養手当金, 傷病手当金, 特症金は特症給与金, 公傷病療養給付は療養給与金, 私傷病療
養給付は療養給付, 部内療養給付, 療養金, 脱退一時金は脱退給与金, 勤続給与金, 殉職金は殉職給与金, 遺族扶
助金, 死亡金は死亡給与金, 遺族年金は殉職者遺族年金, 災害見舞金は災害給与金, 家族給付は家族療養金, 補助
金, 結婚手当金, 分娩金, 配偶者分娩金, 出産手当, 埋蔵料, 葬祭料を含む｡
図12 逓信共済組合の給付件数と金額
よって掛金率給与の標準などを算出するに由なきに因り, 追って調査を為すこと｣ に決したの
である｡ そのため, 組合員数は     人であって, 全職員の  ％に過ぎなかった｡
財政の基礎は甲種組合員の掛金 (月給の    分の  ), 政府の補給金 (同    分の  ) か
らなり, 任意加入の乙種組合員に対しては補給金が出されなかった｡ この組合は通信局長が事
務を統理し, その下で郵便貯金局長, 各一等郵便局長が所管内の組合事務を掌理し, 共済関連
事務は逓信大臣の監督を受けた｡ 救済事項は公傷病者に対する①傷痍, ②疾病, ③療養, 死亡
者に対する④死亡, 脱退者 (おもに離職者) に対する⑤脱退, ⑥勤続 (３年以上の勤続退職者),
水火震災を受けた者に対する⑦災害という７種であった｡ 当初は私傷病者に対する救済策はな
かったので, 病気欠勤による給料の皆無のため, 多くの現業員が貧窮に陥り, その救済に対す
る要望が強かった｡ 組合の財政も設立後, 順調に進捗して財源の余裕が生じたため,     年に
医療給与金が新設された｡ というものの, 図12で確認できるように, 圧倒的な部分が脱退給与
金 (および勤続給与金) であって, たとえば,     年に全体の件数に対する比率は脱退   ％,
勤続   ％, 金額の比率は脱退   ％, 勤続   ％であった｡
第一次世界大戦中, 物価上昇も激しく, さらにロシア革命の影響を蒙って労働運動が活発に
なると, 労働者救済政策が広範囲に注目されることになった｡ 日本 ｢政府もこの事態に鑑み,
現業員の共済組合に対しては, 財政の許す限り, 多額の補助金を交付して, 共済組合制度の施
政計画の完備を図り, 兼ねて政府の事業に従事する現業員の待遇改善の一助となすことに決し｣,
現業員の共済組合に対する政府給与金増額に関する勅令 (    年３月) が出された  )｡ それに
よって,     年  月より甲種組合員の資格は貯金局及簡易保険局, 逓信局, 郵便局, 電信局,
電話局の通信手, 雇員, 傭人全員に拡大され, 組合員数は    年の     人から    年に      
人へと急増し, 全職員に対する組合員の比率も同期間中  ％から  ％へと急上昇した｡ また掛
金も月給額の    分の  に拡充された｡ 救済においては殉職給与金, 廃疾年金, 退職年金,
遺族扶助金が新設された｡ 従来からの給与金のほか, 離職・疾病退職後の生活を保障するため,
年金制度が導入されたことが注目に値する｡ その結果, 図12のように,     年代に入って給付
件数と金額が急激に増え,     年にはそれぞれ     件と       円に達した｡    年  月には従来加入６月未満の者に対して死亡給与金や脱退給与金が給与されなかった
ことが改められ, 支給可能となった｡ さらに,   年  月には多くの職員が結核に罹り, 業務に
堪えられないにもかかわらず, 生計困難のため, 離職の後療養しないことに対して, 特症給与
金が新設された｡ それによって, 逓信当局は個人の健康回復とともに, 伝染の危険を減らそう
としたのである｡     年１月に健康保険法が実施されると, 共済組合が健康保険を代行し始め
た｡ 健康保険法の適用を受ける組合員は甲種特別組合員と分類され, 甲種組合員として各種給
与金の給与を受けるほか, 療養の給付, 傷病手当金, 分娩費, 出産手当金及び埋蔵金について
戦前日本逓信業における労働衛生システムの成立と変容    




も逓信部内職員  万人のうち約１万５千人 (    年３月現在) に過ぎなかった｡    年以来, 政府は財政遂行のため, 低金利政策を進めた｡ そのため, 共済組合の資産運用
の利回りは低下の一途を辿り, 責任準備金予定利率の  ％を下回った  )｡ それによって, 共
済組合財政の健全性が懸念されたものの, これに対して逓信当局が退職手当制度を実施するこ
とにした｡ これをきっかけとして多年の懸案であった給付金の是正を図り, 若干の財源の残り
を捻出し, 低金利による利息収入源の不足を緩和できた｡ すなわち,     年  月に逓信部内職
員共済組合規則が廃止され, その代わりに逓信共済組合規則が制定され, 内容の拡充とともに,
給付金の大分類も大きく変わり, 改称も行われた  )｡ ①公傷給付 (公傷一時金 [傷痍給与金と
疾病給与金を一括], 公傷年金 [廃疾年金]), ②疾病給付 (休養手当金 [医療給与金], 特症金
[特症給与金]), ③退職給付 (脱退一時金 [脱退給与金と勤続給与金を一括], 退職年金), ④
遺族給付 (殉職金 [殉職給与金], 死亡金 [死亡給与金]), ⑤災害給付 (災害見舞金 [災害給
与金])｡ それによって, 全体的に支給対象の拡大や支給期間の延長が実施されたが, １件当り
給付額を見れば,     年   円をピークとして低下する動きが把握できる｡ これは, 図13のよ
うに, 私傷病療養給付と家族給付の件数が急増したにもかかわらず, それらの給付額は極めて
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  )     年   ％→    年   ％→    年   ％→    年   ％→    年   ％→    年   ％｡  ) 郵政省共済組合・日本電信電話公社共済組合編 『逓信共済組合事業史』 郵政福祉研究会,     年,   ‒   ,    ‒   頁｡(資料) 図  と同じ｡ 図13 逓信共済組合の一件当り給付額
小額であったからである｡ その反面, 殉職金, 死亡金, 公傷一時金, 特症金, 退職年金, 震災
見舞金の１件当り金額は上昇傾向を示した｡
さらに,     年に改正健康保険法の実施とともに, 職員健康保険法および船員保険法が新設




％へと上昇した  )｡ それだけでなく,     年４月には閣議決定の ｢官庁職員の待遇改善に関す
る件｣ (    年８月  日) に従って逓信部内の奏任官および同待遇のうち, 年俸    円以下の




米, 味噌, 醤油, 砂糖, 薪炭といった生活必需品を対象として購買事業に取り組んだ｡ これら
の配給物品は組織構造に即した中央部 (省), 地方部 (逓信局), 支部 (逓信局あるいは, 一・





付額が低下したものの, 再び上昇し, これが    年代前半まで高い水準を維持した｡ すなわち,
共済組合制度が    年までは機能したことが確認できる｡ とりわけ, 在職者に対して支給され






  ) 給付の新分類が行われ, 保健給付 (療養の給付, 傷病手当金, 家族療養費, 分娩費, 配偶者分娩費,
埋葬料), 共済給付 (公傷一時金, 公傷年金, 特症金, 勤続一時金, 退職年金, 殉職金, 死亡金, 災
害見舞金), 船員給付 (養老年金, 廃疾一時金, 廃疾年金) という三つの給付として区分されること






局長らの指示を受けて多様な勤務形態で郵便, 電信, 電話などからなる現場に配置され, それ
ぞれの業務に携わった｡ とくに, 通信業の特性上, 集配業務も多かったが, 電信・電話の場合,
高度の集中力を要し, それが身体に及ぼす影響は軽くなかった｡ そのため, 嘱託医が主要現場
に配置されており, それに関連して職員側を経済的に支えるための共済組合制度が導入された｡
しかし, 第一次世界大戦の勃発に伴って業務量が急増し, さらにスペイン・インフルエンザの
ような急性伝染病が大流行すると, 罹患率と死亡率, そして疾病退職率は急増し, 職員らの健
康の悪化が示された｡ とくに, 死亡率は関東大震災によっても急上昇した｡ 公傷病率でも急増
が確認できるが, その発生率の水準はきわめて低い水準であって, その殆んどの原因が私傷病
にあった｡ 病類別には急性伝染病のほか, 神経系病, 呼吸器病, 消火器病がおもな罹患の原因
であったが, それら自体が死因になるわけではなく, 結核性疾患が神経系病や消火器病より大
きな死因であった｡ 業務系統別には室内空間で注意力を要する作業に当っている電信, 電話の
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(単位：円)
(資料) 図  ；日本統計協会編 『日本長期統計総覧』     年｡
(注) 組合員１人当り給付実質額＝組合員１人当り給付額÷卸売物価 (    ‒  年平均基準)｡ ｢脱退除き｣ ＝全給付－
脱退給付 (脱退一時金, 退職年金)｡ ｢傷病関連｣ ＝ ｢脱退除き｣ －公傷年金－特症金－殉職金－死亡金－遺族年金－
災害見舞金－家族給付｡
図14 逓信共済組合の組合員１人当り給付実質額





職給与金, 特症給与金などといった新しい給付も設けた｡ 保健課が新設され, それが健康調査
を実施するなど労働衛生の中央機関として, 役割を果たした｡ その結果,     年代半ばより罹
患率と死亡率が低下し,     年代にかけてその水準が維持された｡ しかし, 逓信職員の健康状
態は国鉄のケース (林采成    ) に比べて悪く, 死亡率は罹患率のように劇的には落ちてい
ない｡ その要因として考えられるのが結核性疾患であって, この現象は ｢判任官以上｣ の官吏





そのなかで, 逓信当局は診療所を増設して,     年には逓信病院を開院し, 保養所も開所し
て内部医療施設を大々的に拡大した｡ とくに, 結核に対してはサナトリウムを計画し, 結核特
別調査も実施した｡ 逓信省の退職手当制度の実施と改正健康保険法の適用をきっかけとして共
済組合制度の強化を図り,     年には判任官や非現業員までにその範囲を拡大し, のちには奏
任官までもその適用を受けた｡ 職員数の増加もあり, 給付の件数と金額は爆発的に増えた｡ と
はいえ, 戦時下の資材不足のため, サナトリウムの開所ができず, 組合員１人当り給付実質額
が戦争末期に急低下したことからわかるように, 労働衛生対策はその限界をあらわさざるを得
なかった｡
以上のように, 第一次大戦期の健康悪化に対応して築き上げられた労働衛生システムがアジ
ア・太平洋戦争末期になるともはや限界に達し, この状態が戦後までに繋がった｡ これに対し
て新しい対策が講じられなければならなかったが, その基盤となるのが ｢通信従事員健康管理
要綱｣ で見られるような, 戦時下で洗練化された労働衛生システムであったことはいうまでも
ない｡
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